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Ⅰ．序

本研究は，企業や組織に所属する人が，第三者に被害をもたらすような出来事を引き起こし
た場合，一般の人々がその責任をどのように判断しているのかを実証的に解明することを目的
としている。そのような責任判断は，判断者の属性（学歴，性別，年齢など）によって異なる
ことが予測されるが，このうち，本稿では，学歴が判断に及ぼす影響に注目して分析する。
本研究は，企業・組織が関わる行為，及び判断者の学歴に注目する点に特徴がある。そこで
まず，このような課題設定の背景となる問題意識を述べる。
（1）企業・組織への責任追及を調べる意義

二十世紀以降，企業をはじめとする組織的な活動が大きく展開し，たとえば数多くの産業に
おいて，個人企業から株式会社大企業へと展開が見られた。このような現代社会において欠か
すことのできない企業・組織は，有益な財・サービスを生み出す存在である一方，巨大な力を
持ち，しばしば事故，犯罪などの不祥事を引き起こす。数年前以来，日本で起きた食中毒事件，
医療ミス，列車事故などの例を挙げるまでもなく，現実に企業・組織の引き起こした不祥事の
事例は数多い。組織成員が組織活動の内外で引き起こした悪い結果に対して，誰がどのような
形でどれだけ責任を負うべきかが社会的に重要な問題となっている。
組織や成員が関与した出来事に対して一般の人々がどのように責任判断するかを明らかにす
ることは，現代社会に適した法制度やその他の制度設計を進める上で非常に重要である。また，
それらを明らかにすることは，企業・組織に属している人々にとっても，あるいは企業・組織
自体にとっても重要である。現在では非常に多くの人々が企業・組織に属しているが，これら
の人々は，時として，違法な，あるいは反倫理的な活動をすることを組織の中で命じられるこ
とがある。そのような場合に，組織の外部の社会がどのような反応をするかについて知ってい
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れば，自らの行動を決断する際の判断基準にすることができるであろう。また，企業組織にと
っては，組織や成員が引き起こす不祥事への人々の反応について知ることは，企業の社会的責
任が強調されている現在，企業経営上，不可欠であろう。
このように，重要な課題であるにもかかわらず，企業・組織に対する責任判断についての知
見は極めて限られている。企業や組織の文脈を与えない状況での責任判断（個人の行為に対す
る個人の責任の判断）については，膨大な社会心理学の知見が蓄積されている（Fincham &

Jaspars, 1981）1が，組織の文脈や，組織に固有な性質を考慮に入れた責任判断を分析した研究
はまだ非常に少ない。
組織や成員が関与した出来事に対する責任判断は，因果関係の複雑さの点で，（組織的な文

脈を与えられない）個人に対する責任判断と大きく異なっている。組織成員の行為には，自分
自身の固有の意思だけでなく，組織の目的，経営方針，上司の命令など多くの要因が絡み合っ
ている。したがって，組織成員の行為は，組織と全く関係のない個人の行為に比べ，行為者本
人のAutonomy（行動選択に対する個人の自由意思の強さ）が大きく限定される。しかも，組
織の外部にいる判断者にとっては，組織内部の因果関係の詳細をのぞき見ることは通常できな
い。そのため，判断者が，組織成員のAutonomyに関わる信念（組織の成員はどれほど自由意
思で行動しているのであろうか）や組織観（組織はどれほど組織成員の行動を監督・保護すべ
きなのであろうか）をどのように抱いているかによって，組織成員や組織に対する責任追及の
あり方が大きく異なってくるものと推測される。
たとえば，組織の関与した犯罪の場合，組織成員のAutonomyを大きく捉えている判断者は，
犯罪を直接に引き起こした末端の個人にこそ責任があると考えるかもしれない。組織成員の
Autonomyを重視する人は，組織が違法行為を促進するような方針を持っていた，という情報
に接しても，成員個人が自分の意思で違法行為を取ったのだろうと解釈しやすく，その結果個
人を責めやすいことが考えられる。これに対し，組織は成員を保護監督する大きな義務を負っ
ていると考える判断者は，末端の個人を責めるだけでは「とかげのしっぽ切り」になり，本質
的な責任追及にならない，と考え，組織の中で監督・保護の権限を持っている組織の管理職こ
そ，組織の関与した広範な行為について責任を問われるべきだと考えるかもしれない。さらに，
組織の監督・保護の義務を重視している人は，組織成員の業務中の活動に対してだけでなく，
業務を超えた成員の私的な活動に対してまでも組織が一定の責任を負うべきだ，と考えるかも
しれない。
要約すると，組織の文脈が関与する出来事に対する一般の人々の責任判断を明らかにするこ
とは，現代社会に適した制度設計，会社，個人のあり方を考える上で重要である。そして，
Autonomyが限定されやすい組織成員の行為に対し，どのように責任が判断されるかを明らか
にするためには，判断者の抱く人間像や組織観を考慮する必要があるのである。
（2）判断者の学歴の効果を調べることの意義

本稿では，組織に対する責任判断を調べる上で，特に判断者の学歴に注目するが，その理由
は，判断者の学歴が，Autonomyのとらえ方に関わる人間像（人はどれほど自由意思で行動し
ているのであろうか）や組織観（組織はどれほど組織成員の行動を監督・保護すべきなのであ
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ろうか）を規定する重要な要因となっていることが予測されるからである。
まず，学歴と人間像の関係については，社会階層と価値観の関係を検討した Kohnと

Schooler (1983) の調査によると，学歴が高い人ほど，自分の内的な基準に従って自分の行為を
決めることを重んじることが明らかにされている。この知見を組織の文脈に当てはめると，学
歴が高い人ほど「組織成員は自由意思で行動する」という人間像を持っていることが予想され
る。KohnとSchoolerの調査はアメリカでの調査だが，同様の関係が日本でも見られる可能性
が考えられる。日本においても，教育内容，職業上の地位，所得水準から，学歴が高いほど，
自由意思に基づいて行動する機会が多いと考えられる。高等教育では，自ら調べ，自分の独自
の意見を表明することが求められる機会が多い。また学歴が高い方が，ヒエラルキーの上層の
自由裁量の大きい仕事に就く可能性が高い。さらに，高学歴者の所得水準は一般に高いため，
自分の意思に即した行動をとるための経済的条件に恵まれている。これらのことから，日本で
も，高学歴者は，自由意思に従うことを重視し，組織の文脈においても「人は自由意思で行動
する」という人間像を持ちやすくなることが考えられる。
つぎに，学歴と組織観の関係については，学歴によって，人間関係の構成が異なっているこ
とから，組織観が異なる可能性が考えられる。社会学などのネットワーク研究では，学歴など
の属性によってパーソナル・ネットワーク（親しくつき合う人）の規模や構成が異なることが
実証されている。北米に関しては，学歴が高いほどネットワーク規模が大きく，親戚以外の友
人などとの関係が多いとの実証結果がある。一方，日本では，ネットワーク規模には学歴間の
違いはないが，学歴が低いほど親戚，近所の人との関係が多く，学歴が高いほど友人との関係
が多いとの実証結果がある2。したがって，低学歴者は血縁，地縁といった伝統的紐帯の有用
性を認識する機会が多く，企業・組織に対しても共同体的な結合（成員の生活全般に対して集
団が保護監督し助け合うような結合のしかた）を求めやすいことが予測される。
実際に，学歴によって上のような人間像の違いがあるとするならば，学歴が高い人ほど，結
果を直接もたらした組織の末端の個人の責任を重く判断することが予測される。特に，末端成
員の自由意思を制限するような組織の圧力（例えば違法行為をしてもノルマを達成することを
求めるような圧力など）が作用している場合，行為者の自由意思の程度があいまいになるため，
判断者の人間像（組織成員がどれだけ自由意思にもとづいて行動するかについての信念）が判
断を左右しやすく，学歴の効果があらわれやすいと思われる。また，学歴によって上のような
組織観の違いがあるとするならば，学歴が低い人ほど，組織に成員を監督・保護する義務があ
ると考えやすく，組織や組織内の上位者の義務を広くとらえ，その責任をより重く判断するこ
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とが予測される。このように，学歴と関連しうる人間像や組織観が組織に対する責任判断を左
右することが予測されるので，学歴に注目するのである。
ここで，人間像や組織観といった心理変数と責任判断の関係だけでなく，わざわざ学歴に注
目する理由は，責任判断のパターンが，社会の中で実際にどのように分布しており，また，将
来どのように分布するようになるのかを予測をする上で，学歴という人口学的な要因が有効で
あるからである。図1に見られるように，日本社会は現在，学歴上昇の途上過程にある。現在，
すでに18歳人口のうち大学進学者が半数近くに達しているとはいえ，全人口に占める高等教
育修了者の割合はまだ決して高くはなく，1970年代以降，急上昇しているのである。仮に学
歴によって責任判断に違いがあることが明らかになったら，日本社会における学歴構成の変化
（高学歴化）は，将来の日本における，企業・組織の関わる行為に関する人々の責任判断を予
測する上での重要な要因となろう。
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以上見てきたとおり，本研究は，社会心理学の応用研究としてだけでなく，より広い意義を
持っている。企業の不祥事への対応が，経営パフォーマンスに与える影響は小さなものでなく，
場合によっては企業の死命を制しかねないことを思い起こすならば，経営学は，一般の人々に
よる企業・組織への責任判断のあり方を軽視できないであろう。また，高学歴化によって，一
般の人々の平均的な責任判断が変化していくとすれば，企業・組織の責任負担もそれに応じて
変化することが予想される。そのような責任判断，責任負担のあり方が，社会的な公正性およ
び社会全体の資源配分の効率性の観点から望ましいものであるかどうかを検討し，時代の変化
に応じて適切な制度を設計することは社会的にも重要であろう。
（3）学歴と組織に対する責任判断に関する先行研究

以上のような研究課題に関する先行研究は，主として社会心理学分野に存在するが，その数
はあまり多くない。最も密接な関連を有するのは，Hamilton & Sanders (1996) 3である。彼らは，
アメリカ，ロシア，日本でシナリオを用いたランダムサンプル調査を行い，それぞれの国で，
組織活動の中で行われた逸脱行為に対して一般の人々がどのように行為者個人やその上司の責
任を判断するかを調べた。シナリオのトピックには，コスト削減のために工場成員が行った廃
液投棄の話，新車を製作していた社員が時間的な制約のために十分なテストを怠り欠陥自動車
を売った話，製薬産業に携わる人が時間的な制約のために十分な治験を怠り副作用の強い薬を
販売した話，など，現実に類似したケースが起きた話が用いられていたが，いずれの文化にお
いても，学歴の責任判断に対する影響はほとんど検出されなかった。しかし，この結果から，
学歴が組織やその成員に対する責任判断に影響しない，と結論づけることはできない。なぜな
ら，Hamiltonらの研究で用いられたシナリオは，登場人物の行為や監督上の過失が明白な設定
のみを用いていたからである。過失が明白であったために学歴や学歴にともなう人間像・組織
観が責任判断を左右する余地が少なかった可能性がある。現実の組織の不祥事に対する責任判
断では，過失内容があいまいな出来事や，過失があいまいな成員に対しても責任判断がなされ
るが，それらの判断では学歴の影響が出る可能性がある。
（4）本研究の目的

これまでに述べてきたように，本研究では，Autonomyのとらえ方に関わる人間像（人はど
れほど自由意思で行動しているのであろうか）と組織観（組織はどれほど組織成員の行動を監
督・保護すべきなのであろうか）が，企業・組織が関わる行為の責任判断に影響を与えると考
えている4。そこで，そのような人間像，組織観についての判断が分かれやすい場面を設定し
て，学歴が責任判断に及ぼす影響を検討することを目指す。この目的のため，Hamilton &

Sandersらと同様の手法，すなわち，シナリオを用いたランダムサンプル調査を行った。調査
内容は，以下のとおりである。
研究1では，出来事の発生に対して明白な監督過失はないが，発生後に組織のトップになっ
た人に対する責任判断を検討した。具体的には，学校給食で食中毒が起きた場面を設定し，関
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係者に対する責任判断をたずねた。明白な監督過失がない設定では，判断者が，組織やトップ
の監督・保護の義務をどの程度重視しているかによって責任判断が分かれることが予測され，
低学歴の人ほど過失のないトップを責めることが予測される。
研究2では，組織が強く関わる行為，また組織の組織成員に対する監督・保護が及びにくい，
組織成員の私的場面での行為，に対する責任判断を検討した。具体的には，組織が強く関わる
行為については，ノルマを達成しないと罰則がある運送会社で社員が業務中にスピード違反を
して人身事故を起こした話に対する責任判断をたずねた。このように行為者がどれだけ自由意
思で行為を選択していたかがあいまいな場面では，「組織の成員が自由意思に基づいて行為し
ている」という信念が強い高学歴者ほど，事故を起こした行為者個人を責めることが予測され
る。私的場面の行為については，運送会社の社員が休日に自分の車で友人の引っ越しを手伝っ
ている最中に人身事故を起こした場面に対する責任判断をたずねた。このように組織の過失が
あいまいな場面では，組織の監督・保護の義務を重視している低学歴者ほど，組織を責めるこ
とが予測される。
以下，ⅡとⅢで調査結果の報告，分析を行い，Ⅳで結果の要約と考察および社会的インプリ
ケーションについて述べる。

Ⅱ．研究1：学校給食での食中毒に対する責任判断

組織の業務中に起きた悪い結果に対する責任判断に，どのような学歴の効果があるのか検討
するために，学校給食で起きた食中毒，という設定を用いて人々の責任判断を検討した。
HamiltonとSanders (1996) の研究では，直接結果をまねいた行為者個人の責任と，行為者の上
司の責任のみが検討されていたが，本研究では，これらに加え，監督過失の無い新しい上司で
ある新任の校長の責任と，学校の責任も測定した。行為における過失が明白な行為者個人や，
監督における過失が明白な出来事発生当時の上司（食中毒発生当時の校長）に対しては，
Hamiltonらの研究同様，学歴の効果が見られないことを予測した。明白な過失がある場合は，
学歴や学歴にともなう価値観・信念が責任判断を左右する余地が少ないと考えたからである。
一方，出来事発生当時明白な監督義務がなかった新任の校長に対する責任判断では，学歴の効
果が見られることを予測した。

１　方法
（1）回答者

本研究のデータは，江東区の30歳から69歳までの女性800名を調査対象に，1998年の6月
から7月にかけて行われた郵送調査によるものである。調査は，二段階確率比例抽出法によっ
て行われ，800票中，11票の質問票が回答者の転居や死亡により，返送されてきた。有効標本
数は，403票で，回答率51.1%であった。回答者の平均年齢は50歳であった。
（2）シナリオと質問

質問票の中で，学校給食での食中毒を描いた文章が呈示され，それに対する回答者の反応が
測定された。回答者は，以下の食中毒のシナリオを読み，引き続き，事故の原因および，責任
の判断に関する質問（表1参照）に回答した。最後に，回答者は年齢・教育年数を答えた。

ゆう子ちゃんは学校給食で食中毒になりました。その原因がわかる前に，校長
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が定年退職し，他校から新しく校長が来ました。まもなく，食中毒の原因は，調
理係の人が作った卵料理だったことがわかりました。この学校は私立で，校内で
給食を管理運営しており，給食用の卵は冷蔵庫で保管することになっています。
しかし，調理係の人が冷蔵庫にしまい忘れたため，含まれていた菌が増え，食中
毒が起きたのでした。ゆう子ちゃんの食中毒は重く，入院治療に10万円かかり
ました。あなたがゆう子ちゃんのお母さんだったらどのように感じるか，以下の
質問にお答えください。

２　結果と考察
回答者が高等教育の教育機関を卒業しているか否かによって判断がどのように異なるかを検
討するために，大卒以上の学歴を持つ判断者と，大卒未満の学歴の判断者を比較した。大卒以
上の学歴を持つ人は全体の12%で，大卒未満の学歴の判断者は全体の88%であった。表1は，
各質問項目で，肯定的に回答した人（「そう思う」か「ややそう思う」を選んだ人）の割合で
ある。教育の効果は年齢の効果と混淆する可能性があるので，年齢の効果を統計的に統制した
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表１　大卒未満と大卒以上の比較a：肯定的な答えbを選んだ人の割合（研究１）�

大卒未満� 大卒以上�
調理係の人に対する判断�
　食中毒が起きたことに対して責任がある�
　食中毒を防げる立場にあった�
　このたびの食中毒が起こらないように手をつくすべきだった�
　減給処分を受けて責任をとるべきだ�
　責任をとって辞めるべきだ�
　謝ってほしい�
食中毒発生当時の校長に対する判断�
　食中毒が起きたことに対して責任がある�
　食中毒を防げる立場にあった�
　このたびの食中毒が起こらないように手をつくすべきだった�
　食中毒が発生した当時、調理係の人を監督する立場にあった�
　謝ってほしい�
食中毒後に着任した新任の校長に対する判断�
　食中毒が起きたことに対して責任がある�
　食中毒を防げる立場にあった�
　食中毒発生当時、食中毒が起こらぬよう手をつくす立場にあった�
　食中毒が発生した当時、調理係の人を監督する立場にあった�
　減給処分を受けて責任をとるべきだ�
　責任をとって辞めるべきだ�
　謝ってほしい�
学校に対する判断�
　食中毒が起きたことに対して責任がある�
　事故原因は調理係の人の不注意よりも学校の管理体制にある�

�
97.8%�
98.5%�
99.3%�
58.0%�
24.8%�
96.3%�

�
79.5%�
73.5%�
84.7%�
82.5%�
81.3%�

�
45.6%�
24.0%�
26.3%�
27.1%�
18.4%�
5.5%�
72.2%�

�
96.0%�
48.4%

�
100%�
100%�
100%�
63.8%�
28.2%�
91.5%�

�
84.1%�
78.7%�
91.5%�
91.5%�
86.4%�

�
25.0%�
4.3%�
8.5%�
8.5%�
13.0%�
0%�

63.6%�
�

91.3%�
38.3%

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
◎c�
◎�
◎�
�
◎�
◎�
�
◎�
�

注）ａ．教育年数が16年未満の回答者を「大卒未満」、16年以上の回答者を「大卒以上」と定義した。�
　　　　大卒以上は全体の12%、大卒未満は全体の88%であった。�
　　ｂ．肯定的な答えを選んだ人とは、「そう思う・ややそう思う・あまりそう思わない・そう思わ�
　　　　ない」の４点尺度のうちの、「そう思う」あるいは「ややそう思う」を選んだ人である�
　　ｃ．◎印は重回帰分析で年齢の効果を統制した上で教育の有意な効果(p < .05)が見られた項目。      



うえでなお教育の効果が見られたものには◎印をつけてある5。
（1）直接結果をもたらした行為者（調理係の人）に対する判断

表1にあるとおり，結果を直接もたらした調理係の人に対する判断では学歴の効果は一切見
られなかった。調理係の人は「食中毒を防げる立場にあった」，「食中毒が起こらないよう手を
つくすべきだった」という判断が圧倒的に多く（ほぼ100%の人がそう回答していた），調理
係の人の過失が，判断者にとって非常に明白であったことが伺われる。このように過失の内容
が非常に明白である場合は，学歴により判断が左右される余地はあまりないようである。結果
を直接もたらした行為者個人に対する判断で学歴の効果が見られない，という結果は，
HamiltonとSanders (1996) らの結果と一貫している。
（2）出来事発生当時の行為者の上司（当時の校長）に対する判断

食中毒発生当時，調理係の人の上司でかつ学校のトップであった「当時の校長」に対する判
断でも，学歴の効果は一切見られなかった。当時の校長は「食中毒が起こらないよう手をつく
すべきだった」，「食中毒が発生した当時，調理係の人を監督する立場にあった」という判断が
非常に多い（8割から9割）ことから，十分な監督を行わなかった当時の校長の過失も，回答
者にとって明白であったことが伺われる。行為者同様，上司の過失も明白であり，学歴が判断
を左右する余地は少なかったようである。業務中の出来事に関して監督者であった上司を責め
る度合いに学歴の差が無い，というこの結果も，HamiltonとSandersらの知見と一貫している。
（3）過失のない新しい上司（新任の校長）に対する判断

HamiltonとSandersらの先行研究ですでに検討されている「出来事結果に対して行為過失や
監督過失がある組織成員に対する責任判断」では，今回の研究でもHamiltonらと一致して，学
歴の効果がみられない，という結果になっていた。一方，今回の研究で新たに付け加えた「過
失のない上司」に対する判断では，多くの項目で学歴による違いが見られた。学歴の低い回答
者ほど，「新任の校長は食中毒を防げる立場にあった」，「新任の校長は食中毒が起こらないよ
う手をつくす立場にあった」，「新任の校長は食中毒が発生した当時，調理係の人を監督する立
場にいた」とみなしており，「新任の校長は減給処分を受けるべきだ」，「新任の校長は引責辞
任すべきだ」，「新任の校長は謝罪すべきだ」，と判断していた。
過失のない新しい上司に対する判断に見られた学歴の効果は何を意味するのだろうか？　教
育年数の少ない回答者はシナリオの内容を誤解しやすかった，という解釈もありうるだろう。
しかし，内容を誤解するのであれば，新任の校長に監督義務があったと誤解する人は，同時に
前任の校長に監督義務がなかったと誤解するはずであるが，必ずしもそうはなっていない。今
回の結果では，学歴の低い判断者は，高い判断者よりも新任の校長の監督義務を有意に大きく
判断していたが，前任の校長の監督義務の判断では学歴による有意差は見られなかった。学歴
の低い人ほど過失のないトップを責める，という今回の結果は，学歴の低い人が，情報を誤解
しやすいために生じた，と解釈するよりも，学歴の低い人が，組織の上層にいる人々の監督義
務を重くとらえるために生じた，と解釈する方が妥当であろう。
（4）組織（学校）に対する判断

先行研究になく，今回の研究で新たに加えたもう一つの分析は，組織そのものに対する責任
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育年数の有意な効果が見られた項目に，◎印をつけてある。



判断におよぼす学歴の効果の検討であった。組織そのものに対する判断（学校に対する判断）
でも，学歴の有意な効果が見られ，学歴の低い回答者ほど学校に責任がある，と判断すること
が明らかになった。

３　研究1のまとめ
研究1では，組織成員が業務を通じて起こした問題に対して，判断者の学歴が責任判断に及
ぼす効果を検討した。その結果，予測通り，行為や監督に明白な過失がある成員（調理師と食
中毒発生当時の校長）に対しては学歴による判断の差は見られなかったが，はっきりした過失
がない新任の校長に対する判断では学歴の効果が見られた。また，学校そのものに対する判断
でも学歴の効果がみられた。学歴の効果を総合すると，学歴の低い人は，学歴の高い人に比べ，
組織やその管理職に大きな監督義務や責任を認めることが明らかになった。
行為過失や監督過失があいまいな場合ほど，責任判断に学歴の効果が見られやすいのである
なら，組織の監督過失が明白でない場面（成員の私的活動に対する組織の責任）に対する判断
や，行為者の行為過失が明白でない場面（行為者個人の自由意思を大幅に制限するような組織
要因が作用している状況）に対する責任判断でも，学歴の効果が見られることが予測される。
研究2では，これらの判断で学歴の効果が見られるかどうかを検討した。
また，研究1では，学歴が責任判断に及ぼす効果の背後に，実際に組織観や人間像の違いが
あるかどうかは検討しなかった。そこで，研究2では，学歴の効果と関連している可能性のあ
る組織観と人間像を測定し，学歴が責任判断に及ぼす影響をそれらが媒介しているかどうかに
ついても検討した。

Ⅲ．研究2：運送会社社員が起こした交通事故に対する責任判断

研究2では，私的な場面と業務中場面を含む4種類のシナリオを用いて責任判断を検討した。
また，学歴の効果を媒介している可能性がある心理変数として，「共同体的組織観」と「組織
成員個人の自由意思を重視する人間像」に注目し，これらの心理変数についても測定した。
「共同体的組織観」とは，組織が組織成員の生活全般と関わりあいを持ち，生活全般に関し
て組織成員を保護・監督することをよしとする組織観を指す。序章で書いたとおり，低学歴層
の人々は，高学歴層の人々に比べ，組織に共同体的な結合を求めやすいと考えられる。そして，
共同体的な組織観を持つ結果，責任判断において，組織成員の私的な活動に対してまで組織に
責任がある，と判断しやすくなることが考えられる。他方，もうひとつの心理変数である「組
織成員個人の自由意思を重視する人間像」とは，ここでは，組織場面において個人が組織の影
響とは独立に自分の意思で行動する，と考える人間像を指す。序章にも書いたとおり，高等教
育を受けた人々は，個人の自由意思を重視する人間像をはぐくみやすいと思われる。そして，
その結果，組織成員がたとえ組織の方針に従って悪い結果を招いたとしても，その行為は成員
の自由意思による行為である，と考え，成員を責めやすいと考えられる。
これらの予測について，研究2では運送会社の社員による交通事故場面を描いたシナリオ実
験を用いて以下の具体的な予測を検討した：（1）低学歴の人ほど，共同体的組織観が強く，
その結果，成員の私的な活動に対してまで組織を責める傾向があるだろう。（2）高学歴の人ほ
ど，組織成員の自由意思を重視する傾向が強く，その結果，組織の方針に従った組織成員の行
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為に対してまで成員個人を責める傾向があるだろう。

１　方法
（1）回答者

本研究のデータは，千葉県柏市の25歳から69歳までの男女1000名を対象に，2000年の2月
から3月にかけて行われた郵送調査によるものである。調査は，確率比例抽出法によって行わ
れ，1000票中，15票の質問票が回答者の転居などにより，返送されてきた。有効票本数は，
415票で，回答率は42.1%であった。回答者（男性50.5%，女性49.5%）の平均年齢は50歳で
あった。
（2）組織観と人間像の個人差の測定

質問票の前半部分で，回答者の「共同体的組織観」および「個人の自由意思」に関する信念
を測定した。共同体的組織観は，（1）会社は福利厚生を充実させるべきか，（2）会社の福利厚
生の充実は仕事にプラスか，（3）会社は社員のために運動会や旅行を主催すべきか，（4）会社
が社員のために運動会や旅行を主催することは仕事にプラスか，（5）同じ会社の人とはなにか
につけ相談したり助け合えるようなつきあいをするのがよいか，（6）社員が同僚と仕事以外の
場面でもつきあうことは仕事にプラスか，という6項目（各4点尺度）で測定し，それらの平
均値を共同体的組織観の指標とした（Cronbachのアルファは.76）。
組織内個人に自由意思があるという信念は，（1）会社づとめの人達は常に会社の方針に従っ

て行動する，（2）会社づとめの人達は会社の方針によってものの考え方が簡単に変わる，とい
う2つの逆転項目（各4点尺度）によって測定したが，それらの相関が低かった（r = .22, p <

.01）ので，合成せずに，それぞれ分けて自由意思の指標として用いた。
（3）シナリオと質問

個人差を測定した後，同じ質問票の中で，シナリオを呈示した。シナリオには，運送会社の
社員が運転中にスピードを出しすぎて人をはね，1週間のけがを負わせる場面が描かれていた。
シナリオの中で，事故場面と会社の方針が操作されており，シナリオは全部で4種類あった。
回答者はこれら4種類のうちの1つを無作為に割り当てられ，読んだ。4つのシナリオの相違
点を要約すると，以下のとおりになる。

＜事故場面＞ ＜会社の方針＞
①業務中　　　　　　　効率重視（スピード違反は黙認）
②業務中　　　　　　　安全重視（スピード違反は厳禁）
③休日に上司の引越　　安全重視（スピード違反は厳禁）
④休日に友人の引越　　安全重視（スピード違反は厳禁）

シナリオを読んだあと，回答者は運転者，運転者の上司，会社の責任をそれぞれ判断した。
判断はそれぞれ4点尺度で測定された（判断に用いられた尺度項目は表2を参照）。
上の4種類の条件の中で，学歴によって判断が分かれることが予測されるのは①と④である。
まず，学歴による組織成員の自由意思についての考え方の違いが，①条件での責任判断に影響
すると予測される。①は他の条件と違い，ノルマを達成しないと会社から罰が加えられる，と
いう圧力のもとで社員はスピード違反を起こしており，スピード違反が社員個人の自由意思に
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よるものであったかどうか，判断が分かれやすい。判断者がもともと自由意思を重視している
場合，行為者の行為が自由意思によるものであったと推測し，その結果，行為者に責任を帰属
しやすい可能性がある。そのため，①条件では高学歴の人ほど行為者個人を責める，という学
歴の効果が予測される。
つぎに，学歴による共同体的組織を好む度合いの違い（生活全般を保護監督するような組織
を好ましく思う組織観を持つ度合いの違い）が，④条件での責任判断に影響することが予測さ
れる。④は，他の条件と違い，完全に「私的な」場面であるため，会社が成員の行為に対して
監督義務を負っていたかどうか，判断が分かれる。判断者がもともと共同体的組織観を持って
いる場合，私的な場面に対してまで組織に監督義務があったと判断し，その結果，組織や管理
職に責任を帰属しやすい可能性がある。そのため，④条件では，低学歴の人ほど組織と管理職
を責める，という学歴の効果が予測される。
分析の結果，実際に学歴の効果は①条件と④条件のみで見られた。そこで，以下の報告では，
①条件と④条件に焦点をあてて結果を報告する。①条件と④条件のシナリオの全文は以下のと
おりである。

①業務中効率重視条件
運送会社の社員が，仕事中にスピードを出しすぎてブレーキがまにあわず，人
をはねてしまいました。はねた相手は1週間のけがを負いました。
この運送会社ではふだんノルマの達成がなによりも重視されています。スピー
ド違反は黙認されており，仕事がノルマに達しないと給料が減らされます。その
ため，この社員は日頃から，スピード違反をすることがしばしばありました。
④友人引っ越し条件
運送会社の社員が，休日に自分の車で友人の引っ越しの手伝いに行く途中，ス
ピードを出しすぎてブレーキがまにあわず，人をはねてしまいました。はねた相
手は1週間のけがを負いました。
この運送会社ではふだん安全性がなによりも重視されています。スピード違反
はかたく禁じられており，大きな事故を起こすとボーナスが減らされます。しか
し，この社員は日頃から，スピード違反をすることがしばしばありました。

２　結果と考察
（1）学歴と組織観・人間像

責任判断の分析に先立ち，「共同体的組織観」が実際に低学歴の人ほど強いか，また「社員
に自由意思がある」と高学歴の人ほど考えやすいか，検討した。性別と年齢を統制した重回帰
分析で，教育年数がこれらの変数を有意に予測するか検討した結果，教育年数が短いほど共同
体的組織観が強いという関係（β = -.31, p < .01），および，教育年数が短いほど会社勤めの人
が自由意思を欠くと考えやすいという関係（会社勤めの人は常に会社の方針に従って行動す
る: β=-.15, p < .01, 会社勤めの人は会社の方針によってものの考え方が簡単に変わるβ=-.18, p
< .01）が見られた。従って，共同体的組織観が低学歴の人ほど強く，組織成員に自由意思が
あるという信念が高学歴の人ほど強いだろう，という前提をおくことが妥当であることが確認
された。
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（2）学歴と責任判断

研究1と同様，大卒以上と大卒未満の判断者を比較した。大卒以上の学歴を持つ人は全体の
29%で，性別ごとで見ると，女性回答者の16%，男性回答者の45%が大卒以上であった。
①成員の私的な活動に対する組織や管理職の責任 表2の「私的場面での事故」に要約され
ているように，成員の私的な活動に対する責任判断では，事故を起こした本人を圧倒的多数の
回答者が責めており，会社や上司については意見が割れていた。学歴ごとに結果を見ていくと，
予測通り，学歴の低い回答者ほど組織や管理職の責任を問う傾向が見られた。会社と上司に対
する判断項目のうち，年齢と性別の効果を統制しても学歴の有意な効果が見られたのは以下の
項目であった（低学歴の人ほど賛成）： a）事故当時の上司は減給処分をうけるべき，b）新
しい上司は事故に対する責任がある，c）新しい上司は被害者に謝るべき，d）新しい上司は減
給処分を受けるべき，d）新しい上司は法律で罰金をかせられるべき，e）新しい上司は部員の
行動を監督する体制を強めるべき，f）会社は事故に対する責任がある，g）会社の仕事で運転
している最中に事故が起きた，h）会社は安全性を十分確保しなかった落ち度がある，i）会社
は被害者に謝るべき，j）会社は法律で罰金をかせられるべき。これらの結果は，低学歴の人
ほど，社員の私的な活動に対してまで会社や管理職が監督することを求めており，社員の私的
な活動がもたらした結果に対して会社や管理職が責任を負担することを求めていることを示し
ている。
次に，学歴が組織への責任判断に及ぼす影響が「共同体的組織観」によって媒介されている
かどうかを検討するために重回帰分析を用いて媒介検定を行った6。その結果，学歴が低い人
ほど共同体的組織観が強く，共同体的組織観が強いほど，成員の私的な活動に対してまで会社
の責任をとう，という有意な媒介関係が見られた（Sobel z = -2.24, p < .05）。
②会社の方針に従った行動に対する行為者の責任 表2の「会社の方針に従った結果起きた
事故」に要約されているように，会社の方針に従った事故については，大多数の回答者が事故
を起こした本人だけでなく，会社や事故当時の上司をも責めていた。ただし，予測どおり，直
接結果をもたらした社員を責める度合いは学歴の高い人の方がより顕著であった。「会社はス
ピード違反を黙認しており，ノルマを達成しないと罰則があった」という情報が与えられてい
たにもかかわらず，高学歴の人ほど「社員は自分の意思でスピード違反した」と判断しており，
それに伴い，社員個人に責任がある，社員の不注意が事故原因だ，社員は被害者に謝るべきだ，
と判断する傾向が強かった。また，事故を起こした社員に責任がある，と判断する度合いの学
歴による違いは，「社員は自分の意思でスピード違反した」と判断する度合いの学歴による違
いに媒介されていた（Sobel z = 1.65, p < .10）7。
研究1と研究2の結果を総合すると，結果を直接もたらした組織成員個人に対する判断で学
歴の効果が見られるのは，行為者個人の主体的な活動を制約するような組織の方針（罰則を伴
うノルマなど）が強調されている場合であることが分かる。そのような組織の方針の圧力につ
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６ 重回帰分析では，教育年数（何年教育を受けたか）を学歴の指標として用いた。
７ シナリオ調査とは独立に測定した自由意思についての尺度「会社勤めの人達は常に会社の方針に従って行動

する」「会社勤めの人達は会社の方針によってものの考え方が簡単に変わる」はいずれも学歴による責任判
断の差を有意には媒介していなかった。自由意思を測定した質問が不十分であった可能性がある。組織の要
求と成員自身の意思のいずれを優先するか，という対比の構図を用いた質問で測定した方が，より明白に自
由意思の信念をとらえることができたかもしれない。
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いての情報が書かれていなかった研究1のシナリオでは，行為者個人に対する判断で学歴の効
果が見られなかった。学歴の効果が見られたのは，成員の違法行為を促進するような組織の方
針が書かれたシナリオが呈示された場合のみだった。

Ⅳ．結果の要約と考察
（1）結果の要約

本研究では，2つの調査研究を通じて，組織成員の関与する出来事に対する責任判断で，ど
のような場合に学歴が判断に影響し，どのような場合に影響しないかを特定してきた。過去の
研究では，業務活動がもたらした悪い結果に対する，「行為者」と「行為者を監督する立場に
あった上司」の責任の判断では学歴が判断に影響しないことが示されてきた。今回の研究でも，
違法行為を促進するような組織の圧力が特に強調されていない場合は，同様の結果が得られた
（研究1，研究2）。
一方，判断者の人間像や組織観が影響しやすい文脈においては，学歴が判断に影響すること
が明らかになった。具体的には，はっきりとした監督過失のない組織や上司に対する責任判断
では，「共同体的組織観」の強い低学歴の人ほど，組織や上司に責任を波及させることが明ら
かになった（研究1，2）。低学歴の人ほど，監督過失が無い組織のトップを責めたり（研究1），
業務とは無関係の，成員の私的な活動に対してまで組織や管理職を責めたりする傾向が見られ
た（研究2）。そして，私的な活動に対してまで組織を責める度合いの学歴による違いは，学
歴による組織観の違いによって媒介されており，低学歴の人ほど，成員の生活全般を保護監督
する共同体的な組織を好む傾向があり，その結果，成員の私的な活動がもたらした悪い結果に
対してまで組織を責めることが分かった（研究2）。
成員の違法行為を促進するような組織の圧力が強調されている場面に対する責任判断でも，
学歴の効果が見られた。高学歴の人ほど個人が「自分の意思で」その行為をしたと判断し，そ
の結果，個人を責めやすいことが明らかになった（研究2）。
（2）考察

本研究では，企業・組織の関わる行為の責任判断に対して，判断者の学歴が影響を及ぼすこ
とを示してきた。本研究の貢献は，判断者の「個人の自由意思」に関わる人間像や，「共同体
的組織」を好む組織観によって判断が分かれるような組織の文脈では学歴によって責任判断が
異なってくることを明らかにした点である。以上の知見は，Hamilton & Sanders (1996) の先行
研究では十分に示されなかった点であり，本研究の新たな貢献である。
もっとも，本研究にはいくつかの限界がある。Hamilton & Sanders (1996) が指摘していたよ
うな判断者による判断対象に対する自己同一化（自分と学歴の類似した対象人物の責任を軽く
判断する）が，以上のような責任判断をもたらした可能性は十分検証されていない。また，ほ
とんど過失がないと考えられる組織内の上位役職者に対する責任の判断においては，所得や地
位などの点で恵まれているであろう上位役職者に対する嫉妬が責任判断にバイアスをもたらし
ている可能性も否定できない。
また，本稿の解釈が妥当であったとして，学歴のどのような側面（教育内容，職業上の地位，
所得水準など）が，責任判断の違いをもたらしたのかについては，さらに分析を進める必要が
ある。それによって，学歴が責任判断に及ぼす影響がどれほど安定的なものであるかが検証さ
れるであろう。今後の研究課題である。
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本稿で示したように，学歴が責任判断に及ぼす影響が顕著に存在し，またそれが安定的なも
のであったとするならば，現代日本社会における急速な高学歴化の進展は，将来の人々の責任
判断のあり方の社会的な傾向を大きく変化させることになるであろう。日本人の責任判断の特
徴をアメリカ人との比較を通じて分析した研究では，日本人が企業・組織の引き起こした不祥
事や組織成員の問題行為に関して，監督者の立場にある組織の責任を重視し，組織の上層部に
は個人的な過失を超えて大きな責任を波及させることが明らかになっている（Zemba, Young,

Morris, 2003）8。しかし，現在日本人に見られるこのような責任判断の特徴は，本研究の結果
によれば，高学歴者の判断傾向とはなじまない。高学歴化が進めば，行為者個人への責任追及
が強まり，組織や組織内の上位役職者への責任追及はより限定的なものになるであろう。問題
は，そのような責任追及のあり方が，現実の法・社会制度に照らして見てどのような結果をも
たらすかである。
第一に，組織の関わる行為への責任追及が極端に広範囲に及ぶことがなくなることが予想さ
れる。その結果，組織内の個人に対する過剰な監督が控えられ，自由意思に基づく行為が奨励
され，個人の創意工夫が促されることが期待される。しかし，第二に，懸念される側面もある。
日本では，組織を罰するような成文法に基づく制度は未整備であり9，それに代わるものとし
て，社会的制裁の形で組織や組織内の上位役職者が組織の不祥事に対して罰せられてきた。法
が未整備なまま，本稿で見られたような高学歴者の責任判断が一般化した場合，末端の直接行
為者への責任追及が強化される一方，組織や組織内の上位役職者が免責される傾向が強まるで
あろう。場合によっては，組織の関わった不法行為について，直接行為者の特定が極めて困難
であるために，誰もが責任を追及されないという事態が生じかねない。このような，いわば組
織が個人にフリーライドする状況は，組織や組織経営者のモラル・ハザードを引き起こす可能
性が高い。そのような事態は，たとえ企業・組織に一時的な高収益をもたらす可能性があるに
しても，経済全体から見れば決して効率的でないだけでなく，社会的公正性を大きく損なうで
あろう。したがって，高学歴化が進展している現在，「人は自由意思に基づいて行動する」と
いう基本的な人間観に立ちつつも，「組織は組織成員を強く監督・保護すべきである」という
組織観に立った義務や倫理に依存するのでなく，何らかの新たな法原理に基づいて，組織や組
織成員の行動を規制する法制度を整備する必要があるだろう。
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